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【第 213 回国会】令和６年４月 23 日（火）、第 15 回の委員会が開かれました。 

 

１ 育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律及び次世代育成支援対策推

進法の一部を改正する法律案（内閣提出第 54 号） 

訪問介護事業者に対する緊急の支援に関する法律案（柚木道義君外８名提出、衆法第６号） 

介護・障害福祉従事者の人材確保に関する特別措置法案（柚木道義君外８名提出、衆法第７号） 

・参考人から意見を聴取し、質疑を行いました。 

（参考人）一般社団法人日本経済団体連合会労働法制本部参事  布山祐子君 

ＵＡゼンセン日本介護クラフトユニオン副会長    村上久美子君 

東京大学大学院経済学研究科教授          山口慎太郎君 

東京大学名誉教授                 佐藤博樹君 

日本労働弁護団本部事務局次長           小野山静君 

（質疑者）金子容三君（自民）、井坂信彦君（立憲）、遠藤良太君（維教）、伊佐進一君（公明）、宮本徹

君（共産）、田中健君（国民）、福島伸享君（有志） 

 

（質疑者及び主な質疑事項） 

 

金子容三君（自民） 

 

（１） 仕事と育児の両立支援策の対象となる子の範囲についての布山参考人、村上参考人、山口参考人及

び佐藤参考人の見解 

（２） 金銭的支援を含めた若年の家族介護者への支援の在り方についての佐藤参考人の見解 

（３） 課題の多い中小企業における仕事と育児・介護の両立支援制度のあるべき姿についての布山参考人

及び山口参考人の見解 

 

井坂信彦君（立憲） 

 

（１） 非正規雇用の訪問介護員の平均月給及びその特徴並びに訪問介護員の人材確保策についての村上参

考人の見解 

（２） 令和６年２月からの介護職員処遇改善支援補助金の効果についての村上参考人の見解 

（３） より効果的な男性の育児参加促進策についての山口参考人及び小野山参考人の見解 

 

遠藤良太君（維教） 

 

（１） 育児休業取得に伴う男性の在宅時間の増加が夫婦関係に与える悪影響についての各参考人の見解 

（２） 子育て支援における現金給付と比較した現物給付の効果についての布山参考人、山口参考人及び小

野山参考人の見解 

（３） 介護人材確保策としての外国人労働者の積極的な活用及び家族介護者への現金給付についての村上

参考人、山口参考人及び佐藤参考人の見解 

 

伊佐進一君（公明） 

 

（１） 無意識の性別役割分担意識の改善に有効な取組についての布山参考人及び山口参考人の見解 

（２） 育児休業取得状況の公表義務の対象を常時雇用労働者 300 人以下の事業主に拡大することについて

の布山参考人の見解 

（３） 仕事と育児の両立支援策の充実と女性のキャリア形成の最適なバランスについての小野山参考人及
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び山口参考人の見解 

（４） 専門家に介護を任せるべきという流れがある一方で地域・在宅で暮らし続けられるようにするとい

う政府の政策があることについての佐藤参考人の見解 

（５） 介護職員処遇改善加算を取得しながら特別の事情があれば職員に配分しなくてもよいことを知って

いる事業者の割合についての村上参考人の見解 

 

宮本徹君（共産） 

 

（１） 仕事と育児・介護の両立を困難にするような配置転換命令をめぐる訴訟関係 

ア 最近の司法判断の特徴についての小野山参考人の見解 

イ 配置転換命令の問題に対する法改正を含む必要な対応策についての各参考人の見解 

（２） パパ・クオータ制導入等の男性の育児参加を促進するための方策についての布山参考人、村上参考

人、佐藤参考人及び小野山参考人の見解 

（３） 障害のある子を養育する保護者の就労に対する配慮を指針で示すだけの対応についての布山参考人

及び小野山参考人の所見 

 

田中健君（国民） 

 

（１） 訪問介護の基本報酬引下げに関する介護現場の意見についての村上参考人からの説明 

（２） 処遇改善以外に必要な介護人材確保策に関する介護現場の意見についての村上参考人からの説明 

（３） 介護従事者の中で介護休業を取得した人数についての村上参考人からの説明 

（４） 介護休業の名称を介護両立休業又は介護準備休業とする佐藤参考人の提案についての詳細な説明 

（５） 企業が 40 歳の時点で仕事と介護の両立支援制度等の周知・意向確認をするに当たっての課題及び必

要な企業の取組についての布山参考人の見解 

（６） 女性の育児休業期間と就業促進効果の分析結果及びこれを男性に置き換えた場合の影響についての

山口参考人の見解 

 

福島伸享君（有志） 

 

（１） 閣法による制度改正で企業負担が重い事項、子の看護等休暇の小学校６年生修了時までの延長又は

有給化の必要性等の指摘についての布山参考人の見解 

（２） 訪問介護の基本報酬引下げにおける財務省との力関係や業界団体の政治力の影響の可能性について

の村上参考人の見解 

（３） 子の年齢に応じた柔軟な働き方を実現するための措置に係る過半数労働組合等からの意見聴取の実

効性についての村上参考人の見解 

（４） テレワークを努力義務ではなく義務化する必要性及び男性の育児休業取得率だけではなく取得期間

等も公表する必要性についての山口参考人の見解 

（５） 今後の人口構成の変化による介護と仕事の両立の深刻さについての佐藤参考人の見解 

（６） 現行の不十分な介護休暇及び介護休業の制度上の問題が取得率の低下を招いているとの意見に対す

る佐藤参考人の見解 

（７） 労働政策審議会による政策決定の在り方及び子の年齢に応じた柔軟な働き方を実現するための措置

に係る過半数労働組合等からの意見聴取の実効性についての小野山参考人の見解 

 


